
書式第 12号 (法第28条関係)

令 和 元 年 度 事 業 報 告 書

墾E菫」L自□二動去人」△I上■墨2墨L豊L茎lL』狙語⊆ど1二土選二菫11

1 事業の成果
当法人は、令和元年 7月 16日 に設立登記に至り、設立当初は主たる事務所を東京都新宿区に置いて

事業の基礎づくりにあたっていましたが、令和 2年 1月 11日 に東京都中野区の現住所へ移転し、本格

的に活動を開始しました。残念なことに、それと期を同じくして新型コロナウイルス感染症が拡大して

緊急事態宣言が発令され、定款に定める事業のうち(1)子 ども及び家族を対象とする発達支援に係る助

言・指導・情報提供については活動を休止せざるを得ませんでした。一方、(2)発達支援に係る専門家
・

施設に対する助言 。指導・情報提供、及び(3)一般市民を対象とする発達支援に係る情報提供・啓蒙活動

については、Web会議システム等を活用することによつて活動を継続し、次年度に向けて展開を図るこ

とができました。(0発達支援に係る調査研究については、今後の課題として、次年度以降も取り組んで

参ります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【350】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された事業名

事業内容
ω 日時
〈B)場所

(0従事者
人数

(D)受益対象者
(E)人数

事業費
(千円)

(1)子 ども及び
家族を対象 と
する発達支援
に係る助言・指
導・情報提供

実施せず 0

② 発達支援に
係る専門家・施
設 に対す る助
言・指導・情報
提供

インドネシア共和国バリ州の
教育機関・施設における
専門家や保護者への研修・情報
提供

令和元年 8月 21日

バ リ日本語補習授業
校

2名

児童生徒の
保護者

60名

202

令和元年 8月 22日

INDRA PRASTA KUTA
幼稚園

2名
幼稚園教諭

7名

令和元年 8月 22日

KU猟 円RA高等学校
2名

高等学校教諭

14名

令和元年 8月 23日

RWAH mCIL幼稚園
2名

幼稚園教諭

9名

保育園における
専門家への研修・情報提供

令 和元年 10月 24
日・令和 2年 1月 16
日

花小金井愛育園

1名
保育士

のべ 36名
4



幼稚園における
専門家への研修・情報提供

令和 2年 1月 16日

りんどう幼稚園
1名
幼稚園教諭

18名
4

幼稚園教諭による自主勉強会
での助言 。情報提供

令和元年 11月 17日

(一社)ア ッセンプリ
ッヂことばと心のひ
ろば

2名
幼稚園教諭

6名
3

外国人向け相談会での
助言・情報提供

令和,o年 12月 14日

旺Ю法人 CIM
2名

外国人来談者

3名
3

日本語教室のスタッフを対象
とする助言・情報提供

令和元年 12月 19日

文京区多言語サポー
トネットワーク

1名

日本語教室
スタッフ

3名

3

日本語学校の職員を対象 とす
る研修・情報提供

令和 2年 1月 31日

ABK学館日本語学校
1名

教員

38名
3

外国人の心のケアに係る団体
のフォーラムにおける情報提
供

令和 2年 3月 1日

明治学院大学
多文化こころの支援
ネットワーク
Webフォーラム

2名

ネットワーク 10
団体

Webフ ォーラム
聴講者

3

小学校教員の自主勉強会にお
ける助言・情報提供

令和 2年 3月 4日

HATI JAPAN事務所
1名

教員

3名
3

インドネシア共和国バ リ州の

教育機関・施設における
専門家や保護者への研修・情報
提供
(新型コロナウイルス感染拡大の
ため当初の計画を変更し、期間を
短縮して実施した)

令和元年 3月 16日

RUmH KECIL幼稚園
1名
幼稚園教諭

4名
119

(3)一般市民を
対象 とす る発
達支援に係 る
情報提供・啓蒙
活動

大学学生および一般市民を対
象とする公開講演会

令和元年 11月 28日

早稲田大学文化構想
学部

1名

学生および一般
市民

24名

3

(4)発達支援に
係る調査研究

実施せず 0

(5)その他 目的
を達成す るた
めに必要な事
業

実施せず 0

計 350



法人名 : NPO法人 HATIJAPAN多 文化多言語の子ども発達支援

活動証墓豊
令和元 年  7月  16日  ～ 令和2年  3月  31日 まで

(単位 :円 )

科  目 金  額
I経常収益
1.受取会費
受取入会金

協働会員受取会費

賛助会員受取会費

受取会費計

2.受取寄附金
受取寄附金

3.事業収益
(A)子ども・家族支援事業

(B)専門家・施設支援事業

(C)一般市民向啓発事業

(D)調査研究事業

事業収益計

4.その他収益
雑収益

その他収益計

経常収益計

Ⅱ経常費用

1.事業費
(1)人件費

給料手当

謝金

人件費計

(2)その他経費

旅費宿泊費

広告宣伝費

賃借料

会議費

慶弔交際費

資料作成費

研究費

雑費

その他経費計

事業費計

2.管理費
(1)人件費

役員報酬

給料手当

法定福利費

福利厚生費

研修費

人件費計

(2)その他経費

地代家賃

水道光熱費

保険料

支払手数料

租税公課

交通費

通信運搬費

印刷製本費

書籍教材費

消耗品費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期正味財産増減額

設立時正味財産額

次期繰越正味財産額

15,000

40,000

0

55,000

52,000 52,000

0

162,867

10,000

()

172,867

837

837

280,704

0

19,844

19,844

252,514

0

6,460

24,648

46,665

0

0

160

330,447

350,291

0

0

0

2,334

3,472

5,806

350,000

7,526

14,180

68,102

13,166

84,433

121,188

108,358

91,282

263,642

1,121,877

1,127,683

1,477,974

△ 1,197,270

△ 1.197.270



法人名: NPO法人秘口IJAPAN多文化多言語の子ども発達支援

貸借対照羞
令和2年  3月  31日現在

(単位 :円 )

科   目 金  額
I資産の部
1.流動資産
現金預金

未収入金

流動資産合計

2.固定資産
敷金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1.流動負債
未払金

預り金

短期倍入金

流動負債合計

2.固定負債
固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

229,146

24,000

253,146

40,000

40,000

293,146

14,652

0

1,475,764

1,490,416

0

1,490,416

0

△ 1,197,270

△ 1,197,270

293,146



魅務諸塞2注記

1.重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。

2.固定資産の増減内訳
(単位

3.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単

40,00040,000 40,000

40,00040,000 40,000

敷金

1,475,7641,475,764

□ 【週 ロ1,475,764

短期借人金

■回壼回

期末取得価額 1減価債螺 計額 期末帳簿価額科  目 期首取得価額 取得 減少

[

1内 .役員との取

1 
引

財務諸表に計

上された金額

内、近親者及0
支配法人等との

取引

科 目



法人名: NPO法人 HATIJAPAN多文化多言語の子ども発達支援

量産且銀
令和2年  3月  31日現在

(単位 :円 )

科  目 金  額
I資産の部
1.流動資産
現金預金

現金

ゆうちょ普通預金

ゆうちょ当座預金

住信SBIネット普通預金

未収金

入会金4名

協働会員年会費4名

施設専門家研修費

流動資産合計

2.固定資産
敷金

固定資産合計

資産合計

I負債の部
1.流動負債
未払金

2月 分電気代

クレジットカード未払金

短期借入金

預り金

源泉所得税

社会保険料

流動負債合計

2.固定負債
固定負債合計

負債合計

正味財産

79,301

67,500

17,500

64,845

4,000

10,000

10,000

40,000

2,113

12,539

1,475,764

0

0

253,146

293,146

40,000

1,●0,4坦

1,490,416

0

△ 1,197,270



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和元年度 年間役員名簿」前事業年度
において投員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びに

れらの者についての前事業年度における報日の有彙を

“

麟した名簿)

特定非営」 人‖ATI JAP川多文化多言語の ども発達支援

1 1確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

И以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 〇
・監事

(ヒ ガシタニ チサコ) 令和元年 7月 16日

31日令和 2年 3月東谷 知佐子

2 〇
・監事

(タ ナカ マスミ) 令和元年 7月 16日

31日令和 2年 3月田中 真寿美

3 〇 監事

(アコシマ シゲミ) 令和元年 7月 16日

31日令和 2年 3月阿子島 茂美

4 〇
・監事

(ム ライ ユウキ) 令和元年 7月 16日

31日令和 2年 3月村井 友貴

5 理事くE∋
(′ ヤヽシ エイジ) 令和元年 7月 16日

31日令和 2年 3月林 榮治



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定上自型量塾法人曇■_」」幽 堕 茎」墜 」副ヨ2■と二立]盤工通

氏   名 住 所 又 は 居 所

東谷 知佐子

田中 真寿美2

3 阿子島 茂美

4 村井 友貴

5 林 榮治

山口 祐美子6

７

・ 石踊 千夏

8 千葉 暁世

9 中尾 恵

和田 麻子10

11 黒田 玲子

12 細川 智子


